
人事院公示第５号

人事院は、人事院規則２―４（人事院の職員に対する権限の委任）第２項の規

定に基づき、昭和６０年人事院公示第２号の一部改正に関し、次のとおり決定し

た。

令和４年２月１８日

人事院総裁 川 本 裕 子

１ 次の表により、改正前欄に掲げる規定（前書きを含む。以下同じ。）の傍線

を付した部分（以下「傍線部分」という。）でこれに対応する改正後欄に掲げ

る規定の傍線部分があるものは、これを当該傍線部分のように改め、改正前欄

に掲げる規定の傍線部分でこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線部分が

ないものは、これを削る。

改 正 後 改 正 前

人事院は、人事院規則２―４（人 人事院は、人事院規則２―４（人

事院の職員に対する権限の委任）第 事院の職員に対する権限の委任）第

２項の規定に基づき、人事院規則１ ２項の規定に基づき、国家公務員法

１―４（職員の身分保障）及び人事 （昭和２２年法律第１２０号）、人

院規則１１―１０（職員の降給）に 事院規則１１―４（職員の身分保障

定める人事院の権限及び所掌事務の ）、人事院規則１１―８（職員の定

一部の委任に関し、次のとおり決定 年）及び人事院規則１１―１０（職

した。 員の降給）に定める人事院の権限及

び所掌事務の一部の委任に関し、次

のとおり決定した。

１ （略） １ （略）

２ 委任する権限及び所掌事務 ２ 委任する権限及び所掌事務

（削る） 一 国家公務員法（昭和２２年法



律第１２０号）第８１条の３第

２項（国家公務員法の一部を改

正する法律（昭和５６年法律第

７７号）附則第４条において準

用する場合を含む。）の規定に

基づき、国家公務員法第８１条

の３（国家公務員法の一部を改

正する法律附則第４条において

準用する場合を含む。）の規定

に基づく勤務の期限を延長する

ことについて承認すること。

一 人事院規則１１―４（職員の 二 人事院規則１１―４（職員の

身分保障）に規定する次に掲げ 身分保障）に規定する次に掲げ

る事項 る事項

⑴～⑻ （略） ⑴～⑻ （略）

（削る） 三 人事院規則１１―８（職員の

定年）に規定する次に掲げる事

項

⑴ 第５条第１項の規定に基づ

き、人事院が定めることとさ

れている職について定めるこ

と。

⑵ 別表職員の欄中事務次官の

うち人事院が定めることとさ

れている外交領事事務に従事

する職員について定めること｡



⑶ 別表職員の欄中人事院が定

めることとされている内閣審

議官について定めること。

⑷ 別表職員の欄中外務審議官

のうち人事院が定めることと

されている外交領事事務に従

事する職員について定めるこ

と。

⑸ 別表職員の欄中人事院が定

めることとされている研究所

、試験所等の副所長について

定めること。

⑹ 別表職員の欄中人事院が定

めることとされている外務省

本省に勤務し外交領事事務に

従事する職員について定める

こと。

⑺ 別表年齢の欄中人事院が定

めることとされている職員に

ついて定めること。

⑻ 別表職員の欄中人事院が定

めることとされている研究所

、試験所等の長について定め

ること。

⑼ 別表職員の欄中人事院が定

めることとされている事故調



査官について定めること。

二 人事院規則１１―１０（職員 四 人事院規則１１―１０（職員

の降給）に規定する次に掲げる の降給）に規定する次に掲げる

事項 事項

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

３ 委任の効力の発生する日 ３ 委任の効力の発生する日

昭和６０年３月１日 昭和６０年３月１日（第２項第

１号及び第３号に掲げる権限及び

所掌事務については、昭和６０年

３月３１日）

２ この決定による改正は、令和５年４月１日から効力を発生する。


